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下水道機構NOWフォトリポート

　第３回技術委員会（松井三郎委員長）を２月27日に開催し，新規の共同
研究等に関して審議・報告を行いました。
　【新規】▽雨天時における下水道の適正処理等に係る検討業務委託▽低コ
スト水位計を用いた雨天時浸入水調査手法に関する研究
　【継続】▽下水汚泥造粒乾燥設備を用いた造粒乾燥物の肥料利用に関する
共同研究▽管渠の部分補修の考え方に関する共同研究▽蓄電池等を用いた
樋門の電動化・遠隔化技術に関する共同研究
　【終了】▽下水処理場におけるＮ₂Ｏ排出量削減技術に関する共同研究▽
アセットマネジメントの実践に向けた次世代型マンホール蓋技術マニュア
ルに関する共同研究▽下水処理場等におけるディマンド・リスポンス活用
に関する共同研究
　また，技術委員会の部門別委員会として，第２回調査検討支援委員会（２

月５日），第３回システム共同研究委員会（２月９日），第３回汚泥処理・資源化技術評価共同研究委員会（２月13日），第３回雨水
対策共同研究委員会（２月16日），第３回水処理・資源化技術評価共同研究委員会（２月16日），第３回管路技術共同研究委員会

（２月16日）を実施しました。

第３回技術委員会

　２月９日に第２回建設技術審査証明委員会（船水尚行委員長）を実施し
ました。民間企業・団体から申請のあった下水道技術43件について審議し，
船水委員長から塩路勝久理事長へ答申されました。また，２月13日には交
付式を開催し，新規技術３件，変更Ⅰ技術10件の依頼者に対して，塩路理
事長が証明書を手渡しました。
　【新規】▽汚泥処理設備「楕円板レーキ型ろ過濃縮機」▽その他設備等

「サンドクリーンⅡ型　空気揚砂撹拌式沈砂洗浄装置」▽更生・修繕技術
「ＬＣ工法　下水道管きょの修繕工法」
　新規技術の依頼者名，技術概要についてはインフォメーションコーナー
にて紹介していますので，ぜひご覧ください。

第２回審査証明委員会・交付式
フォトリポート

講演ダイジェスト
第423回技術サロン
第424回技術サロン
第425回技術サロン

エンジニアリングリポート
大規模停電時における下水処理場の
レジリエンス向上に関する技術資料

新研究テーマの紹介
管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進
に関する技術資料

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

技術活用の現場から
既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

インフォメーション
令和６年度　研修啓発事業（講習
会等）等の予定
令和５年度　建設技術審査証明書
交付技術
賛助会員入会のご案内
データベース利用のご案内
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　２月15日に第69回新技術現場研修会を実施しました。下水道事業等の
施設建設や維持管理等の新技術等について，業務の実態把握と意見交換等
を目的とするもので，コロナ禍の影響により４年ぶりの開催となりました。
　学識者や民間企業，地方公共団体等から約30人に参加していただき，東
京都下水道局の東尾久浄化センター，国指定重要文化財の旧三河島汚水処
分場喞筒（ポンプ）場を見学しました。
　東尾久浄化センターは三河島水再生センターの再構築を補完する水処理
施設で，ポンプ施設の整備を先行的に実施しています。研修会では，荒川
区の尾久地区と町屋地区に発生する雨水をくみ上げ隅田川に放流する尾久
系ポンプ室の沈砂池やポンプ井等を見学しました。
　旧三河島汚水処分場喞筒場では，沈砂池，喞筒井接続暗渠，喞筒室等を
見学し，約100年前からの施設が現存していることに参加者からは驚きの
声が上がりました。

第69回新技術現場研修会

　１月25日に第２回「地域の水環境官学交流・共創会議（アトリエ
Mizukara）」を宇部市内で開催しました。本会議は，地域に根差した学識
者と自治体職員が研究内容や地域の抱える課題について情報交換を行い，
相互理解を深めることを目的としています。また，本会議がその後の官学
交流の契機となることも期待しています。
　会議には本機構職員のほか，広島大学大学院先進理工系科学研究科化学
工学プログラムの末永俊和助教，山口大学大学院創成科学研究科の今井剛
教授，徳山工業高等専門学校土木建築工学科の段下剛志准教授，香川高等
専門学校建設環境工学科の多川正教授，広島県，山口県，宇部市，周南市
に参加いただきました。
　各自治体の事業紹介や各学識者の研究紹介が行われたほか，官学連携の
促進に向けた意見交換会を実施しました。参加者からは，官学連携におけ
る課題等について様々な角度から意見をいただきました。

第２回地域の水環境官学交流・共創会議（アトリエMizukara）

旧三河島汚水処分場喞筒（ポンプ）場
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　下水道機構では，下水道に関する幅広い分野での調査・研究の推進を目
的として，大学や高等専門学校等に助成を行う「下水道新技術研究助成事
業」を令和５年度に創設しました。令和５年度に採択された３件について
は，現在研究を進めているところです。
　対象となる研究は「下水道事業を持続し，社会により一層貢献するため
の進化に不可欠な技術に関する調査研究」で，具体的には，「水環境」，「新
たな価値の創造」の２テーマを設定しました。
　事業開始２年目となる令和６年度については上記テーマより１件ずつ採
択し，４月９日に交付式を開催しました。採択案件については，下水道機
構の活動コーナーにて紹介していますので，ぜひご覧ください。

令和６年度下水道新技術研究助成交付式

　３月11日に第47回理事会，３月28日に第27回評議員会（WEB併用）
を開催しました。
　理事会では，令和６年度事業計画および収支予算，令和６年度下水道新
技術研究助成の交付等９件について審議したほか，計画期間の折り返し地
点を迎えた中期事業計画（令和３年度～令和７年度）や技術マニュアルの
フォローアップ等３件について報告しました。
　評議員会では，理事会で決議を行った８件（評議員会の招集に関する議
案を除く），理事会で報告を行った３件について報告がありました。なお，
審議の結果，全ての事項について承認されました。

第47回理事会・第27回評議員会
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　下水道機構は，令和６年能登半島地震に伴う上下水道支援調整隊本部へ職員を派遣し，石川県，県内被災自治体，支援自治体，国
土交通省，厚生労働省，政府全体の現地本部等との調整を担いました。
　主な業務として，①現場支援自治体の実態を踏まえた応急復旧，②現地事業者の拠点整備，③土建業者等の確保，④災害査定など
に係る調整補助，⑤穴水町の進捗状況の取りまとめ等を実施しました。

〈派遣者〉
① 1 /18(木) ～ 1 /27(土) 土師　健吾（研究第一部） ② 1 /26(金) ～ 2 / 2 (金) 端谷　研治（研究第一部）
③ 2 / 2 (金) ～ 2 / 9 (金) 愛甲　秀行（研究第二部） ④ 2 / 9 (金) ～ 2 /16(金) 榮　　祐介（研究第二部）
⑤ 2 /16(金) ～ 2 /23(金) 宮本　浩哉（資源循環研究部) ⑥ 2 /23(金) ～ 3 / 1 (金) 矢野　知宏（技術評価部）
⑦ 3 / 1 (金) ～ 3 / 8 (金) 髙見沢光佑（技術評価部） ⑧ 3 / 8 (金) ～ 3 /15(金) 堀　有一朗（資源循環研究部）
⑨ 3 /15(金) ～ 3 /22(金) 松本　祐典（研究第一部） ⑩ 3 /22(金) ～ 3 /29(金) 武井　康太（技術評価部）
⑪ 3 /29(金) ～ 4 / 5 (金) 仁木　有慈（研究第一部）

令和６年能登半島地震 被災地の早期復旧支援へ職員派遣
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■将来にわたる安全で安定的な給水に向けて
　水道の目的は，「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り，もっ
て公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与すること」と水道
法第１条で定められています。この目的の達成には水道水質の
維持が不可欠であり，水道水は，水道法第４条に基づき「水質
基準に関する省令」で規定する水質基準への適合が必要となっ
ています。水質基準としては51項目が定められ，これはミネラ
ルウォーターよりも厳しい基準です。
　このような高品質な水道水を供給し続けていくためには，管
路の維持管理が非常に重要ですが，下水道分野と同様に水道分
野においても管路施設の老朽化が大きな課題となっています。
令和２年度における管路経年化率の全国平均が20.6％である一
方で，管路更新率は0.65％にとどまっており，このままだと，
全ての管路を更新するのに100年以上を要することとなります。
　人口減少に伴う給水収益の減少や水道事業における職員数の
減少が想定されている中，限られた資金，人員で，水道施設を
適切に維持管理し，施設の長寿命化による投資の抑制を図るこ
と等が必要だと考えられます。
　水道の維持・修繕，点検等については，水道法の第22条第２
項，施行規則の第17条第２項において定められています。当セ
ンターが作成した「管路維持管理作成マニュアル」では，管路
の維持管理に関して「日常点検」，「定期点検」，「臨時点検」，「詳
細調査」，「事故調査等」，「情報管理」の６分類とし，それぞれ
の定義と主な維持管理項目をまとめています。
　このうち一部を紹介します。日常点検・定期点検としては，
管路施設の地上部や管路埋設位置の道路上の漏水，施設の不具
合等を主に目視で点検する「管路パトロール」や送配水区域内
の適正な水量，水圧，水質の確保のため，弁栓類の機能および
動作状況，部品の摩耗，劣化，腐食状況を確認する「弁栓類点
検」等を実施します。詳細調査としては，点検では把握できな
い施設や設備の劣化，損傷状態について，機器を用いて把握し，
調査結果を基に健全度評価や原因検討を行います。

■JWRCの調査・研究
　当センターでは，令和４年10月
に「水道施設の新たな点検手法に
関する研究（Aqua-Bridge）」を
立ち上げ，ドローン等の新技術を
活用した水管橋や橋梁添架管の点
検手法を検討しています。技術の
実用性や課題点を整理し，事例集
を作成する予定です。これは，平
成30年12月の水道法改正で水道
施設の維持・修繕が義務付けられたことや，令和３年10月に発
生した和歌山市・六十谷水管橋崩落事故を機に点検作業の重要
性・効率化が顕在化したことなどを背景としています。
　従来，一般的な歩廊上からの目視や遠方からの望遠カメラで
は，目視困難な箇所があることや点検作業のさらなる効率化が
求められていること等から，新技術の活用を検討することとし
ました。ドローンにより健全箇所を含めた対象全体を撮影する
ことで経年劣化の比較が容易になるほか，足場等の設備が不要
といった優位性を期待できます。一方で，ドローンが入れない
狭隘箇所の点検が困難なことや，撮影したデータ容量が大きく
保管方法の検討が必要なこと，市販のドローンでは触診や打音
調査ができないこと等の課題もあるため，「ドローンは損傷状態
の定性的な把握（基本調査）として活用が期待できる」と考え
ています。
　また，事故対応の迅速化やデジタル技術の活用による維持管
理業務の効率化等を対象とした「強靱で高度な水道管路システ
ムの構築に関する研究（STAMPS）」を実施しているほか，「水
道における新技術事例集（Aqua-List）」として，先端的，革新
的で持続可能な技術を情報収集・調査し，有用性が高い技術を
HPで紹介しています。

L E C T U R E  D I G E S T

講演ダイジェスト

水道管路の維持管理について� 2023年12月7日実施

第423回技術サロン（会場・WEB併用）

公益財団法人　水道技術研究センター
管路技術部長　熊谷　岳志氏
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■令和５年度補正予算
　令和５年度補正予算としては，「脱炭素化」，「ウォーター
PPP」，「流域治水を含めた防災・減災，国土強靱化」，「下水汚
泥の肥料利用」を柱に計上されています。特に，「防災・減災，
国土強靱化のための５か年加速化対策」としては，流域治水や
施設の地震対策，老朽化対策に関する取り組みを推進しており，
目標年度である令和７年度に向けて，重点的・集中的に対策を
講じていきます。また，国土強靱化基本法の改正により中期計
画を定めることとなっており，今後も必要な下水道事業を位置
づけるべく検討を進めていきます。

■令和６年度予算
　令和６年度予算において，下水道事業の支援の柱となる社会
資本整備総合交付金，防災・安全交付金については，対前年度
比0.98倍の１兆3,771億500万円を確保しています。
　個別補助については，下水道防災事業費補助が前年度比1.21
倍の804億5,000万円，下水道事業費補助が1.20倍の85億
4,600万円，下水道事業調査費等が0.97倍の36億4,300万円
となっています。
　また，今年４月に水道施設整備・管理行政が厚生労働省から
国土交通省へ移管されることを踏まえ，新たに「上下水道一体
効率化・基盤強化推進事業費」が30億円計上されています。こ
こでは，官民連携をはじめとする上下水道の共通課題に対して，
上下水道一体で実施する取り組みを推進していきます。対象と
なるのは，「上下水道施設再編推進事業」，「上下水道施設耐震化
推進事業」，「官民連携等基盤強化推進事業」，「上下水道DX推進
事業」，「業務継続計画策定事業」，「汚泥資源肥料利用推進事業」
です。このうち「官民連携等基盤強化推進事業」は，上下水道
一体でのウォーター PPPの推進を目的としたものです。地方公
共団体に対し，導入可能性調査，資産評価，実施方針・公募資
料作成，事業者選定等を定額支援します。
　このほかの新規制度としては，地方公共団体が下水汚泥資源
を肥料化するための施設整備（コンポスト化施設やリン回収施

設等）に対して集中的に支援する
「下水汚泥肥料化推進事業」，特定
の水域における合流式下水道の大
規模な改善対策を支援する「特定
水域合流式下水道改善事業」が創
設されました。また，「下水道広
域化推進総合事業の拡充」として，
統廃合する既存施設を有効活用し，
流量変動に対応するための調整池
等に改造する費用を補助対象に追
加したほか，「下水道浸水被害軽減総合事業の拡充」として，内
水被害等軽減対策計画で認定された地区を下水道浸水被害軽減
総合事業の地区要件に追加しました。
　下水道革新的技術実証事業（B-DASH）については，「下水汚
泥資源の肥料利用促進に向けたリン資源回収等技術」をテーマ
に設定しています。コスト低減や高度化した処理技術の確立に
よる下水道汚泥資源の肥料利用の促進を目指します。

■行政移管に向けて
　４月の水道施設整備・管理行政の移管に向け，下水道部長に
代えて局長級の「上下水道審議官」を設置する等，国交省をは
じめとした関係機関の体制も強化していきます。今後は，上下
水道グループとして上下水道一体となり，取り組みを進めてい
きます。
　また，１月１日に発生した能登半島地震に関しては，既に厚
労省水道課等と連携し復旧支援を実施しています。移管後は，
応急給水や水道復旧について，（公社）日本水道協会，地方整備
局等と連携し迅速かつ効果的な支援実施を図っていきます。
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令和６年度下水道事業予算の概要等について� １月11日実施�

第424回技術サロン（WEB）

国土交通省　水管理・国土保全局　下水道部
下水道事業課　課長補佐

※所属等は講演当時
　　大上　陽平氏
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南極昭和基地における環境保全～南極越冬隊として汚水処理等の環境保全に携わった経験を語る� ２月８日実施
第425回技術サロン（会場・WEB併用）

■昭和基地での取り組み
　三機工業では，従業員が国立極地研究所へ出向し，南極地域
観測隊として南極昭和基地に派遣されています。弊社と昭和基
地との関係は，1957年の第２次南極地域観測隊において，資
材搬入用のローラーコンベヤ30台を納入したことが始まりで，
1991年の第33次隊からは，昭和基地における環境保全業務を
行うために従業員を派遣しています。私は2011年に第53次隊
として昭和基地へ派遣されました。第53次隊は越冬隊長を筆頭
に31名で構成され，私は設営部門の環境保全を担当しました。
　南極大陸では，領土権の凍結，軍事利用の禁止，国際協力の
推進等が規定された南極条約（1959年採択）を踏まえ，調査・
研究が進められていましたが，持ち込まれた物資が廃棄物とし
て蓄積し，南極の環境に大きな影響を与えるようになりました。
そこで，新たに環境保護議定書（1991年採択）により，食用
以外の動植物の持ち込み禁止，廃棄物全量持ち帰りの義務化，
未処理排水廃棄の禁止等が定められました。
　南極大陸には人の手が加わっていない自然が残されているた
め「科学的価値」があり，この環境を将来にわたり保全してい
くことが非常に重要です。この一環として，弊社では昭和基地
における「廃棄物管理」と「汚水処理」に関する取り組みを行
ってきました。
　「廃棄物管理」については，廃棄物持ち帰り指針の作成や廃棄
物の管理，「汚水処理」については，水処理設備の導入調査・検
討，設計，設備の設置・維持管理，新設備への更新等を行いま
した。また，第60次隊以降は基本観測棟の空調・衛生設備の保
守管理や観測継続を見据えた設備機器の調査・診断等も実施し
ています。

■�汚水処理設備の更新
　第53次隊から第57次隊の期間において，新汚水処理設備の
設置・立上げ，旧設備の撤去等を行いました。従来設備では接
触曝気式浄化槽を採用し，処理水BODは20 ～ 60mg／ｌ，処
理水SSは10 ～ 20mg／ｌでしたが，新設備では膜分離活性汚

泥法を採用し，処理水BOD，SS
ともに５mg／ｌ以下と，より清
澄な処理水質を確保できるように
なりました。実際に，新設備導入
後の第64次隊（直近）の処理状況
は，１日排水量約4.7㎥（１人当た
り152ｌ）に対して，BODは（原
水）441㎎／ｌ，（処理水）4.3㎎，
SSは（原水）209㎎／ｌ，（処理
水）０㎎／ｌでした。
　新設備設置に当たっては，高度な処理水質の確保，現地施工
の簡素化，設備の省スペース化，設備凍結対策といった諸課題
をクリアするため，「膜分離活性汚泥法を用いたユニット型汚水
処理システム」を導入しました。設備のユニット化により現地
作業を簡素化し，限られたスペースへの短期間での施工を実現
しました。凍結対策として，断熱パネルや保温材に加えユニッ
トヒーターと送風機を用いて，処理タンクのある室内の気温を
作業可能温度である10度以上に，タンク内の汚水は必要水温で
ある15度以上に保てるよう設計しました。

■�越冬生活で学んだこと
　南極地域観測隊では，気が遠くなるような量の除雪作業等，
大変なこともありましたが，貴重な経験ができました。また，
越冬生活を通して「普段できないことは，非常時にはなおのこ
とできない」と身をもって感じました。南極での活動は一歩間
違えれば大事故につながります。先人たちの過去から学び，起
こりうるリスクを想像し，事故を予防すること，また自分ごと
として訓練に励み，その振り返りを欠かさないことが重要です。
これは南極以外でも同様で，非常時をいかに想像・想定して何
ができるかを考え続けることが大事だと思います。

第53次南極地域観測隊 越冬・環境保全部門
三機工業株式会社 中部支社環境システム課　　門田　展明氏
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Engineering Report
エンジニアリングリポート大規模停電時における下水処理場の

レジリエンス向上に関する技術資料

１．はじめに

　近年，地震や集中豪雨，台風等の大規模災害が激甚化，頻
発化しています。また，大規模災害よって大規模停電が発生
し，直接的な被害がなかった地域や施設においても，影響が
生じた事例もあります。このことから，被害が致命的なもの
にならず迅速に回復する「強さとしなやかさ（＝強靱性，レ
ジリエンス）」を備えたシステムを平時から構築する「国土強
靱化」という考え方が近年重要視されています。
　下水道は重要なライフラインのひとつであり，大規模災害
や大規模停電の発生時においても，下水処理場等の運用を継
続し，下水道機能を維持する必要があります。電気設備の強
靱化について，ICTを活用したソフト対策に関する研究は過去

に実施していますが，電源設備や負荷設備，監視制御設備等
の電気設備を対象とする強靱化の検討は行われていません。
　このような状況から本技術資料では，大規模停電時に下水
処理場等の抱える様々なリスクに対して，電気設備のレジリ
エンス向上（リスクに対していかに粘り強く対応できるか，
被害を受けたときにいかに早く下水処理設備として必要最小
限の機能を満たす仮運用ができるか，また，ある一定期間，
仮運用を継続することができるか等）を図ることとしました。
下水道施設の電気設備に要求される内容，既存設備での対応
および設備改築時等における対応策に関して検討し，電気技
術者以外の方々にも利用していただくことを前提にした技術
資料として取りまとめました。
　停電対策に関するマニュアルとしては，「東日本大震災で被

研究第一部　総括主任研究員　梅木　聖己
（2023年度まで所属）

「大規模停電時における下水処理場のレジリエンス向上に関する技術資料」の作成

台台風風15号号にによよりり倒倒壊壊ししたた鉄鉄塔塔（（千千葉葉県県君君津津市市））
（（提提供供））東東京京電電力力パパワワーーググリリッッドド株株式式会会社社
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BCPママニニュュアアルル改改訂訂（（2019年年版版、、2020年年4月月発発行行））
災害後72時時間間のの業業務務継継続続が可能となる非常用電源の確保

国国土土強強靭靭化化（（レレジジリリエエンンスス））

国土強靭化基本計画

防災・減災、国土強靭化のための３ヵ年緊急対策
（H30～R2年度）

防災・減災、国土強靭化のための５ヵ年加速化対策
（R3～R7年度）

ICT活活用用にによよるるレレジジリリエエンンススのの研研究究
（「「電電源源有有りり」」がが前前提提のものあり）

図－１　研究の背景と狙い
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災した下水道施設の本復旧のあり方」（平成23年，国土交通
省）や「下水道施設計画・設計指針と解説―2019年版―」

（公社日本下水道協会，以下，「設計指針」という）がありま
すが，これらは幅広く災害対策について示したものであり，
停電対策や具体の技術については示されていません。本技術
資料は，下水道事業者の計画・設計部門や施設管理部門を対
象とし，停電対策技術の導入検討手順や，評価手法を検討・
整理することを主な目的としています。
　また，必要な機能継続時間については，「下水道BCP策定
マニュアル2019年版（地震・津波，水害編）」（国土交通省，
以下「BCPマニュアル」という）を参照し，72時間程度を
想定しています。

２．研究体制と研究期間

2.1　研究テーマ
　下水処理場等における電気設備のレジリエンスに関する共
同研究

2.2　研究体制
　㈱日水コン，東芝インフラシステムズ㈱，㈱日立製作所，
三菱電機㈱，㈱明電舎，メタウォーター㈱，（公財）日本下水
道新技術機構

2.3　研究期間
　令和4年3月23日～令和5年12月25日

2.4　研究実施フロー
　研究フローを図－2に示します。

３．文献調査

3.1　訓練の概要
　文献を調査しました。表－１に参考にした文献の一部を紹
介します。

①文献調査
大規模災害に誘発される大規模停電時に、下水処理場等の電気設備が抱える
リスクや強靭化対策を文献より調査する。

②大規模停電時に下水処理場等の電気設備が抱えるリスク、および強靭化対
策の整理
①の調査結果、およびアンケート調査等を通し、大規模停電時における下水
処理場等の電気設備のリスクと、それに対する強靭化対策について整理する。

②で整理した強靭化対策を実現するための方法を検討する。
③設備・運用の強靭化対策と実現方法の検討

③で検討した強靭化対策の実現方法を用いたケーススタディを実施する。
④ケーススタディの実施

①～④の調査・検討・実施結果をとりまとめた技術資料を作成する。
⑤技術資料の作成

図－２　研究フロー

表－１　参考文献の例

（公財）日本下水道協会
下水道施設計画・設計指針と解説-2019年版

書籍

国土交通省
下水道BCP策定マニュアル改訂について（2019年版）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001362667.pdf

中部経済産業局
災害時燃料供給WGの取り組み

https://www.cbr.mlit.go.jp/senryaku/kaigisiryou_r010530/dai10_nankaikaigi_08.pdf

経済産業省
「一需要場所・複数引込｣ 及び ｢複数需要場所・一引込｣ の電気事業法上の取扱い（電
気保安）について

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/law/files/
juyoubasyohikikomi.pdf

石油連盟
災害などに備えて燃料を備蓄する皆様へ

https://www.paj.gr.jp/sites/default/files/inline-files/20160222.pdf

（一社）日本内燃力発電設備協会
内発協ニュース2022年3月号，2022年1月号

https://nega.or.jp/publication/press/index.html
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４．アンケート調査

4.1　調査対象
　実際に下水処理施設の停電経験がある自治体として表－2
の自治体を対象としました。

表－２　アンケート対象とした自治体
自治体 回答数

【北海道】胆振東部地震後のブラックアウト被災市町村
及び流域下水道

83自治体
（121処理場）

【千葉県】2019年台風15号により概ね3日以上の停電
被災市町村及び流域下水道

13自治体
（16処理場）

4.2　回答結果のまとめおよび考察（抜粋）
　アンケート回答の集計結果と考察を表－3に示します。

５．処理場におけるケーススタディ検討

5.1　検討の条件
・ 災害により電力会社からの電力供給停止。供給の復旧目途

が72時間後
・処理場および関連設備は災害による被害なし
・ 対象となる下水処理施設の「揚水機能」，「消毒機能」は機

能を維持
・ 設備運用については，保有する発電/蓄電設備，その他（電

力管理に係るソフトウェア製品等）も活用
・晴天/雨天（それぞれ72時間継続）両方のパターンを想定

表－３　アンケート回答の集計結果と考察
停電対策の想定期間（Q3,4）

72時間以上と回答したのは26%，24時間以内は47%，0～48時間以内は69%を占めていることから，長期的な被災の対策は進んでいないということが推
察された。
また，実際に「望ましいと思われる対応期間」は，全体の77％が72時間以上と回答しており，実態との乖離が確認できた。

停電時における業界団体や地元民間企業との支援協定（Q7,8,9）

93%が支援協定を締結していることが確認できた。協定先としては，46%は石油協同組合等の業界団体，38%が地元企業と協定を締結しており，その他と
して民間プラント会社や電力会社との回答もあった。
協定の内容は，燃料の融通が59%，燃料供給ルートの確保が11%と，燃料に関するものが70%を占めていた。また，民間プラント会社と応急復旧に必要な
業務を協定している例もあった。

被災後に変化のあった対応（Q10）

回答者の50%が，災害対策マニュアルの改訂を行っており，有事の際のマニュアルを重要視していた。また18%が備蓄燃料の見直しを行っており，「望まし
いと考えている停電対策期間」と「実際に導入されている停電対策の想定期間」とのギャップへの対応が実施されているのではないかと推測する。
その他として，発電機等の設備の増大，非常時の対応・体制等の見直しも挙げられた。

被災による停電期間（商用電源の供給がストップしていた期間）（Q11）

停電時間1日（24時間）未満が41％，2日（48時間）未満が89％，3日（72時間）未満が96％で，「望ましいと思われる対応期間」の72時間を超えた被
災の割合は少なかった。

停電時の民間企業や近隣自治体からの支援（Q13）

燃料の融通が約58%，発電機の融通が約16％，人的支援が約10％，電源車の融通が約6％と，4項目が全体の約90%を占めている。支援側は地元業者，ガ
ソリンスタンド，JS，資源エネルギー庁など様々であり，複数のルート確保の重要性が伺える。

被災時に準備された施設・備蓄で対応できたか（Q14,15,16）

約6%が「停電期間いっぱいの対応ができなかった」，約28％が「対応はできたものの課題があったと」いう回答であった。発災時はまず人命優先であること
から下水道関連が後回しになってしまう事，被災の状況（道路被災，周辺都市の被災）によっても燃料確保等のハードルが異なるなどの回答も確認できた。
また，被災時に想定通りの対応ができた要因としては，「訓練をしていた」「マニュアルや機器操作が容易であった」との回答が多く，普段からの備えが有効で
あると言える。
一方，対応ができなかった要因としては，「訓練が不十分」「マンパワー不足」「燃料確保が困難」との回答が多かった。

※表中Ｑはアンケートの番号
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5.2　Ａ市処理施設
（１）施設概要

表－４　施設概要
施設概要 •下水処理施設（標準活性汚泥法）

• 汚泥は市内のスラッジセンターへ圧送し，濃縮，脱水，
乾燥後，搬出

•マンホールポンプ（19箇所）
現状の停電対策 ガスタービン発電装置

•浄化センター750kVA×1
•場内ポンプ場1000kVA×1
•スラッジセンター200kVA×1
可搬式発電機
•浄化センター25kVA×2
•スラッジセンター80kVA×1

（２）提案する停電対策および運用
1）ハード対策案
①　スラッジセンターの非常用発電機容量の見直し
　現在の自家発電装置は200kVA（最小限の施設保守用の容
量）ですが，将来増設が計画されている負荷を含めた全てを
運転するためには約500kVA程度の発電機容量が必要になり
ます。スラッジセンターが停電時に設備が停止した場合には，
汚泥貯留能力の制限を超えないよう水処理設備を停止するこ
とが必要となるため，一連の下水処理として機能維持を図る
ためには，スラッジセンターの停電時も非常用自家発電装置
で汚泥処理を継続する必要があります。

②　可搬式発電機の接続端子
　マンホールポンプの制御盤には，可搬式発電機の接続端子
が設けられていますが，ケーブルの接続作業には「手間」が
かかり「有資格者の作業員」も必要です。そのため，コンセ
ント形の接続用コネクタを制御盤に設けておくことで，迅速
な給電対応が可能となります。

２）ソフト対策案
①　可搬式発電機の輸送車両の確保
　停電時，可搬式発電機を複数箇所へ輸送する必要があるた
め，緊急時に優先的にレンタルできるよう業者との協定を締
結します（長期リース等により常設も考慮）。

②　長時間停電後の電力復旧時の対応
　長時間停電後の電力復旧時には，短時間の停電時とは異な
る点を留意しなければならず，これに対応するための停電時
対応マニュアル（復旧手順，チェックリストなど）の準備が
必要です。

5.3　Ｂ市処理施設
（１）施設概要

表－５　施設概要
施設概要 •下水処理施設（標準活性汚泥法）

•汚水中継ポンプ場3箇所，マンホールポンプ
現状の停電対策 •ディーゼル発電機：浄化センター875kVA×1

•非常用発電機：各汚水中継ポンプ場に設置
•電源供給車，可搬式発電機：9.9kVA×1

（２）適用する停電対策および運用
１）ハード対策案
　既設の非常用発電機は地下１階に設置されています。浄化
センターが浸水したことはありませんが，浸水対策として１
階以上に設置する必要があります。また，既存発電機の連続
稼働時間は約20時間であり，災害時72時間の対応を可能と
するために，さらなるバックアップ発電機を持つ，バックア
ップ揚水機能やバックアップ消毒施設を設置するなどのハー
ド対策が考えられます。

２）ソフト対策案
　72時間以上の発電機の運転は潤滑油の補充が必要となるた
め，停電時マニュアルに「運転時間の記録」を盛り込みます。
また，燃料販売店との協定強化を行い，72時間分の燃料を確
保します。

６．技術資料の作成

　技術資料各章の概要，およびコラムの概要を示します。

6.1　第１章
　第１章では総則として，目的，適用対象，用語の定義，お
よび技術資料の構成を記しています。
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（１）目的
　大規模停電時において，電気設備の視点から下水処理場等
のレジリエンスを向上させるために考慮すべきことや推奨す
ることをハード・ソフトの観点から抽出し，紹介するととも
に，それらを実現するための導入検討手順，留意事項を検討・
整理することを目的とし，まとめたものです。

（２）適用範囲
　本技術資料は，下水処理場等において，商用電源の供給が
絶たれたことによって停電が発生した場合に，最低限の機能
を維持し続けるシステムを構築するために必要な対策を検討
する際に適用するものです。

（３）技術資料の構成
　技術資料は本編と資料編から構成されています。また，本
編は図－3に示している構成となっています。

6.2　第２章
　第２章では，大規模停電を想定した電気設備レジリエンス
の現状と新しい目標設定に関することを記載しています。図－ 
4，図－5に第２章の概要を示します。

6.3　第３章
　第３章では，現状把握と新しい目標に合わせた施設，対策
を整理する方法に関することを記載しています。図－６に第
３章の概要を示します。

（１）既往対策概要，更新計画の確認
　図－6中の「既往対策概要，更新計画を確認する」にて，下
記を確認します。
①　非常用発電設備用燃料貯蔵量の把握
　主燃料槽，小出槽の有効容量の確認など。
②　非常用発電設備対象負荷の確認
　通常の設計時に選定している負荷リスト，大規模停電時な

既往対策の計画上の目標を確認する

Start

新しい目標を設定する

関連する計画（値）を確認する

既往対策概要、更新計画を確認する

法的位置づけを整理する

新しい目標の対策能力を整理する

現状における電力使用状況を確認する

レジリエンス向上施策の対象、期間を決める

復電時の対応方法を決める

その他留意事項を抽出し、実施する

End

第第２２章章

第第３３章章

第第４４章章

第１節

第２節

第１節

第２節

第１節

第２節

第第１１章章
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基基本本設設計計

詳詳細細設設計計

実実装装

【【技技術術資資料料】】

第３章

既既往往対対策策のの計計画画上上のの目目標標をを確確認認すするる

（（対対象象範範囲囲、、継継続続時時間間））

• 既往発電設備、燃料等で対応可能な範囲・時間

Start
第１節
大規模停電を想定した
レジリエンスの現状

第２節
新しい目標
（対象範囲、継続時間）

新新ししいい目目標標をを設設定定すするる（（対対象象範範囲囲、、継継続続時時間間））

• 継続時間は72時間程度を目安とする

（地域防災計画、下水道BCP、地域の状況等
により適宜設定される）

• 停電時の対象範囲の考え方

（最小限か、環境保全の観点で望ましい範囲
か。平均的な時期か，雨天時等の消費電力が
大きい時期か。)

※※

場外設備
あり？

脱水前汚泥
をｽﾗｯｼﾞｾﾝﾀｰ
に圧送？

対対象象設設備備
揚水設備、消毒設備、
雨水ポンプ（*1）

汚泥処理設備を対象
にするか否かを検討

場外設備を対象に
するか否かを検討

※※

※※

Y

Y

N

N

図－３　導入検討手順 図－４　第２章の概要 図－５　停電時の対象範囲の考え方
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どに必要最低限の機能を確保するために必要な負荷リスト　
など。
③　現有施設での非常用発電設備運転時間の確認
・燃料消費量＝燃料消費率×原動機出力／燃料比重×裕度
・燃料有効容量＝槽容量×0.9
・運転可能時間＝燃料有効容量／燃料消費量

（２）現状における電力使用状況の確認
　図－６中の「現状における電力使用状況を確認する」では，
実際の電力使用量を把握するために，帳票データを使用する
ことが一般的です（非常用発電設備や受変電設備の容量を検
討する際，負荷の定格容量など設計値を積算し，余裕率を考
慮しているため）。

（３）新レベルの能力差の整理
　図－６中の「新レベルの能力差を整理する」の概要を図－7
に示します。

停停電電対対策策時時間間のの考考ええ方方のの経経緯緯

差差分分をを補補うう対対策策をを計計画画・・実実行行

既既往往設設備備
・発電設備容量

・燃料貯蔵量

目目標標ととすするる
能能力力

既既往往設設備備ははここれれららをを踏踏ままええてて
作作らられれてていいるる可可能能性性ががああるる

図－７　新レベルの能力差の整理

関関連連すするる計計画画（（値値））をを確確認認すするる

• 下水道BCP等における位置づけ、非常
用発電機の容量計算、その他設備）

既既往往対対策策概概要要、、更更新新計計画画をを確確認認すするる

• 主要設備、非常用発電設備（発電設
備、燃料タンク等）

法法的的位位置置づづけけをを整整理理すするる

• 電気設備に関連する法令、制約等

新新レレベベルルのの対対策策能能力力差差をを整整理理すするる

現現状状ににおおけけるる電電力力使使用用状状況況をを確確認認すするる

• 日・時間の平均・ピーク，主要工程ごと
の消費電力、雨天時の傾向
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第２節

新しい目標に合わせた
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6.4　第４章
　第４章では，レジリエンス向上のための施策に関すること
を記載しています。図－８に第４章の概要を示します。

（１）ソフト対策
　図－８中の「ソフト対策」に関する補足説明を以下に記し
ます。
①　ハード対策として燃料貯蔵量を増やすことは法規制，燃
料の長期保存の問題点への対応を要し，容易ではありません。
燃料供給業者との協定締結，燃料の輸送方法・ルート等の事
前検討の事前検討が必要になります（72時間業務継続を鑑み
た燃料貯蔵量＋ソフト対策の再検討）。
②　非常用発電設備の運用・操作マニュアルの作成，周知の
ための教育・訓練の実施をします。
③　可搬式発電機や移動電源車等による対応（調達，リース
等の検討）をします。

6.5　コラム
　本文中で読者が疑問に思うと想定される箇所や，ケースス
タディにより得られた知見・豆知識などの情報が技術資料の
文中に埋もれてしまわないよう，コラム形式で記載していま
す。コラムの例を図－9に示します。
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ココララムム 11  110000VVAA のの電電源源装装置置でで 110000WW のの電電気気負負荷荷をを使使ううここととははででききるる？？  

 

変圧器，電源装置・・・等のカタログに書かれている定格
ていかく

容量
ようりょう

，定格
ていかく

電力
でんりょく

，消費電力等，

単位に W（ﾜｯﾄ）や VA（ﾎﾞﾙﾄｱﾝﾍﾟｱ，ﾌﾞｲｴｰ）がかかれているが，この Wと VA は同じものなのか

違うものなのか，また，違うとしたら何が違うのか，「100VA の電源装置で 100W の電気負荷を

使うことはできる？」を題材に考えてみる。 

 

最初に結論を言ってしまうと，負荷がニクロム線，ヒータのような抵抗負荷の場合，問題な

いが，負荷がモータやトランスのような誘導負荷（コイル）の場合，100VA の電源では容量不

足になる。 

 
【解説】 

① 負荷 Zが抵抗負荷（e.g.ニクロム線）の場合 

抵抗負荷の場合，電流と電圧の位相が同じであるため，力率
りきりつ

cosθ＝１ 

 ↓ 

必要な電源容量＝負荷による消費電力／cosθ＝100[W]／1＝100[VA] 

 

② 負荷 Zが誘導負荷（e.g.モータ）の場合 

誘導負荷の場合，電流と電圧に位相差が生じる。位相差θを力率 cosθ＝0.9 とすると 

 ↓ 

必要な電源容量＝負荷による消費電力／cosθ＝100[W]／0.9≒111.1[VA] ＞ 100[VA] 

 

電力，力率の詳細は，第 3 節用語の定義（14）（15）を参照。 
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電力，力率の詳細は，第 3 節用語の定義（14）（15）を参照。 
  

(29) 

 

 
  

ココララムム 44  雨雨期期のの停停電電対対策策ににはは雨雨水水ポポンンププのの運運転転もも考考慮慮  

 
下水道事業は、「浸水防除」「公衆衛生の向上」「公共用水域の水質保全」を役割としており、

停電時に最低限維持すべき機能としては、浸水防除を担う雨水排除機能も重要であり、降雨時

を対象とした停電対策においては、雨水ポンプなども運転対象負荷として考慮する必要があ

る。 
対応する停電時間を 72 時間と想定する場合においても、雨水ポンプの 72 時間連続運転は

現実的ではなく、過大設計とならないよう留意が必要である。雨水ポンプの運転が必要となる

連続降雨は長くても 24 時間程度であり、設計指針における非常用発電設備の容量検討例にお

いても降雨継続時間は 1 日（24 時間）との記載がある。検討時は、排除方式、地域特性、想定

被害等を勘案し、想定する降雨継続時間を設定する。 
雨水ポンプには電動の他、ディーゼルエンジンなどの原動機駆動の場合もある。原動機駆動

の雨水ポンプであっても吐出弁や冷却水弁などといった補機への電源供給が必要なため、補機

用の電源を考慮して対策を検討する。 

図－９　コラムの例（コラム1，4）
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３．各章の概要 （第4章）

レレジジリリエエンンスス向向上上施施策策のの対対象象，，期期間間をを決決めめるる

ハード対策

① 非常用発電設備の改良

② その他非常用電源設備の整備

③ 監視制御設備の整備

ソフト対策

① 調達ルートの確保

② マニュアル作成，訓練計画

③ その他

復復電電時時のの対対応応方方法法をを決決めめるる

そそのの他他留留意意事事項項をを抽抽出出しし、、実実施施すするる

• 法的制約、交付金対象の可能性、等

End
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対策を実現するための手段
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レジリエンス向上に関する
将来対策および課題

図－８　第４章の概要
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７．おわりに

　本技術資料は，電気系の技術職員がいない，また，電気設
備に詳しい維持管理要員が不在となる時間帯がある施設など
に携わる電気技術者以外の方々を読者と想定し，大規模停電
対応を検討する際の参考図書とすることを目指して作成しま
した。
　本技術資料が，下水処理場のレジリエンス向上に向けた検
討の一助となることを期待しています。
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1　研究の背景
　下水道事業においては，老朽化施設の増大，使用料収入の
減少，下水道職員の不足等の課題があり，解決策の一つと
して，民間企業のノウハウや創意工夫を活用した官民連携

（PPP/PFI）手法の活用が挙げられています。多様な官民連
携手法がある中で，令和5年6月に国から新たな手法として

「ウォーター PPP（管理・更新一体マネジメント方式）」が公
表されました。

2　研究の目的
　本研究は，自治体における「ウォーター PPP」の円滑な導
入に資することを目的として，これまでに下水道機構が管路

管理の包括的民間委託の導入支援を行ってきた15都市の事例
を整理し，管路管理として検討すべき事項やその内容等につ
いて取りまとめ，技術資料として公表するものです。

3　研究の内容
3.1　過年度実績の整理
　下水道機構がこれまでに実施してきた管路管理の包括的委
託の導入支援について，自治体ごとの状況や課題，業務範囲
やスキーム，公募・契約の考え方および履行監視状況等につ
いて体系的に整理するとともに，特徴的な事例については背
景や検討の流れを紹介します。
3.2　 ウォーター PPP導入時に検討すべき項目の整理
　ウォーター PPP（管理・更新一体マネジメント方式）の実
施要件として，①長期契約，②性能発注，③維持管理と更新
の一体マネジメント，④プロフィットシェアが定められてい
ますが，これら要件については前例が極めて少ないものです。
そこで，本研究では導入時に検討すべき項目とその考え方や
課題について整理します。

4　研究体制
4.1　研究期間
　令和５年11月～令和７年３月
4.2　研究体制
　自主研究

研究第二部　総括主任研究員　近藤　浩毅

新研究テーマの紹介
New Research

管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進に関する技術資料

ウォーターＰＰＰの概要
○水道、工業用水道、下水道について、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン期間の10年間（R4～R13）において、コンセッションに段階的に移行す
るための官民連携方式（管管理理・・更更新新一一体体ママネネジジメメンントト方方式式）を公共施設等運営事業と併せて「ウウォォーータターーＰＰＰＰＰＰ」として導入拡大を図る。
［管理・更新一体マネジメント方式の要件］

①①長長期期契契約約（（原原則則1100年年））、、 ②②性性能能発発注注、、 ③③維維持持管管理理とと更更新新のの一一体体ママネネジジメメンントト、、 ④④ププロロフフィィッットトシシェェアア

○国国にによよるる支支援援にに際際しし、、管管路路をを含含めめるるここととをを前前提提ととししつつつつ、、民民間間企企業業のの参参画画意意向向等等をを踏踏ままええ、、対対象象施施設設をを決決定定する。

○地方公共団体等のニーズに応じて、水水道道、、工工業業用用水水道道、、下下水水道道ののババンンドドリリンンググがが可可能能である。なお、農農業業・・漁漁業業集集落落排排水水施施設設、、浄浄化化槽槽、、
農農業業水水利利施施設設をを含含めめるるこことともも可可能能である。

○関係府省連携し、各分野における管理・更新一体マネジメント方式が円滑に運用されるよう、モデル事業形成支援を通じた詳細スキーム検
討やガイドライン、ひな形策定等の環境整備を進める。

ウウォォーータターーPPPPPP

公共施設等運営事業（コンセッション）
［レベル４］

管管理理・・更更新新一一体体ママネネジジメメンントト方方式式
［［レレベベルル３３．．５５］］

長期契約（10～20年）

性能発注

維持管理

修繕

更新工事

運営権（抵当権設定）

利用料金直接収受

上上・・工工・・下下一一体体：1件（宮城県R4）
下下水水道道：３件
（浜松市H30、須崎市R2、三浦市R５）
工工業業用用水水道道：２件（熊本県R3、大阪市R４）

【更新支援型の場合】
更新計画案やｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（CM）

【更新実施型の場合】
更新工事

長期契約（原則10年） *1

性能発注*2

維持管理

修繕

複数年度・複数業務による
民間委託

［レベル１～３］

短期契約（3～5年程度）

仕様発注・性能発注

維持管理

修繕

水水道道：1,400施設

下下水水道道：552施設

工工業業用用水水道道：19件

*2民間事業者の対象業務の執行方法は、民間事業者が自ら
決定し、業務執行に対する責任を負うという本来の「性能発
注」を徹底。

管路については、移行措置として、仕様発注から開始し、
詳細調査や更新等を実施した箇所から段階的に性能発注
に移行していくことも可能。

新設

*1管理・更新一体マネジメント方式（原則10年）の後、公共施設
等運営事業に移行することとする。

図　内閣府から公表されているウォーターPPPの概要
（https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf）
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令和６年度下水道新技術研究助成の助成対象を決定しました

令和６年度の下水道新技術研究助成では，応募期間（令和５年10月２日～令和５年12月18日）に応募があった12件について，
下水道に関して学識を有する選考委員５名による事前審査および委員会における審議を行いました。その結果，以下の２件を
助成対象として決定いたしました。

テーマ
コンクリート腐食診断用遺伝子マーカーを用いた
劣化下水管検出技術の開発

研究代表者（所属機関）
大石　若菜
(東北大学大学院工学研究科)

テーマ
汚泥濃縮を可能とする電解リン晶析法の拡張性に
関する研究

研究代表者（所属機関）
高部　祐剛
(鳥取大学工学部)

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

フォトリポート

講演ダイジェスト
第423回技術サロン
第424回技術サロン
第425回技術サロン

エンジニアリングリポート
大規模停電時における下水処理場の
レジリエンス向上に関する技術資料

新研究テーマの紹介
管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進
に関する技術資料

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

技術活用の現場から
既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

インフォメーション
令和６年度　研修啓発事業（講習
会等）等の予定
令和５年度　建設技術審査証明書
交付技術
賛助会員入会のご案内
データベース利用のご案内
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フォトリポート

講演ダイジェスト
第423回技術サロン
第424回技術サロン
第425回技術サロン

エンジニアリングリポート
大規模停電時における下水処理場の
レジリエンス向上に関する技術資料

新研究テーマの紹介
管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進
に関する技術資料

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

技術活用の現場から
既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

インフォメーション
令和６年度　研修啓発事業（講習
会等）等の予定
令和５年度　建設技術審査証明書
交付技術
賛助会員入会のご案内
データベース利用のご案内

技術活用の現場から既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

　ここでは下水道機構が注目している技術や製品を導入・活
用している現場へお伺いし，採用した背景やその活用状況に
ついて取材を行っています。今回伺った平塚市土木部下水道
整備課では既存調整池を活用した浸水対策に取り組んでおり，
全国で初めてボルテックスバルブを導入しました。平塚市の
下水道事業や導入されているボルテックスバルブについて紹
介します。

下水道の概要

　平塚市は，昭和39年に公共下水道事業に着手し，昭和48
年から供用を開始しました。平塚市の下水道は，神奈川県が
事業主体となっている相模川流域下水道に接続する流域関連
公共下水道で，処理面積は約3,600㎡（このうち約380㎡が
合流式下水道），処理区人口は約25万1,000人となっていま
す（令和５年３月末時点）。既往最大降雨は平成26年10月に

発生した台風第18号での70.5㎜／hとなっています。
　平塚市では，これまでにも内水氾濫による浸水被害がたび
たび発生しており，特に金目川（二級河川）水系である河内
川の周辺地域では被害が顕著となっています。河内川は川幅
が狭いため大雨時に水位が上昇しやすく，また標高の低い最
下流地域では，堤内地が堤防高より低くなっていることから，
河川水位が上昇すると内水排除が難しい状況となります。
　このような状況や計画降雨（51㎜／h）を超える大雨が発
生していること等から，平塚市では既往最大降雨を踏まえ浸
水被害の軽減を目的として総合浸水対策第２次実施計画（令
和元年５月）を策定し，重点的に対策を行うべき地区を定め
対策を進めており，令和６年３月には第３次実施計画を策定
し，今年度よりさらなる対策を進めています。

ボルテックスバルブの導入

　平塚市では，これまで管路整備，ゲートの改修，雨水浸透
施設の整備等による浸水対策を進めてきました。しかし，こ
れらでは対応できないような集中豪雨や長雨も発生しており，
その対応は急務となっていました。また，総合浸水対策基本
計画（平成26年７月），第２次実施計画において流出抑制の
取り組み実施を位置付けていたこと等から，浸水被害の軽減
に向けて既存調整池の有効活用による流出抑制を図ることと
しました。特に浸水被害の大きかった河内川周辺地域の被害
を軽減するため，排出先が河内川となっている日向岡１号調
整池，２号調整池について流出口の改良工事の検討を始めま
した。
　令和２年度から，排出口のオリフィスの縮径による流出抑
制など様々な検討を実施する中で，既存調整池の貯留容量に
着目し，費用や調整池の放流量，影響範囲等を考慮し雨水排
出量を効果的にコントロールすることが可能な流量制御装置図－１　平塚市内水ハザードマップ（本誌一部加工）
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指定緊急避難場所一覧
名　　称 住　　所 浸水深※1

太 洋 中 学 校

高 浜 高 校

平 塚 競 輪 場

港 小 学 校

花 水 小 学 校

浜 岳 中 学 校

平 塚 工 科 高 校

な で し こ 小 学 校

大 磯 高 校

富 士 見 小 学 校

春 日 野 中 学 校

旧 平 塚 商 業 高 校

平 塚 農 商 高 校

平 塚 江 南 高 校

崇 善 小 学 校

江 陽 中 学 校

松 原 小 学 校

萩 園 中 学 校

中 島 中 学 校

八 幡 小 学 校

神 明 中 学 校

大 野 小 学 校

真 土 小 学 校

松 が 丘 小 学 校

大 野 中 学 校

中 原 小 学 校

平塚中等教育学校

大 原 小 学 校

中 原 中 学 校

南 原 小 学 校

神 田 中 学 校

相 模 小 学 校

神 田 小 学 校

平 塚 湘 風 高 校

横 内 中 学 校

横 内 小 学 校

城 島 小 学 校

大 住 中 学 校

豊 田 小 学 校

岡 崎 小 学 校

金 田 小 学 校

旭 陵 中 学 校

旭 小 学 校

松 延 小 学 校

勝 原 小 学 校

山 城 中 学 校

山 下 小 学 校

金 目 小 学 校

金 旭 中 学 校

み ず ほ 小 学 校

東 海 大 学

金 目 中 学 校

土 屋 小 学 校

土 沢 中 学 校

吉 沢 小 学 校

神 奈 川 県 立 子 ど も
自立生活支援センター

高浜台7-1

高浜台8-1

久領堤5-1

夕陽ケ丘22-1

龍城ケ丘5-62

龍城ケ丘4-26

黒部丘12-7

花水台42-1

大磯町東町2-9-1

中里10-1

中里33-1

中里50-1

達上ケ丘10-10

諏訪町5-1

浅間町4-3

浅間町8-1

天沼7-10

茅ケ崎市萩園2425

茅ケ崎市中島1469-2

東八幡3-8-1

四之宮1-10-1

東真土2-1-1

西真土4-3-1

東中原1-12-2

東中原1-12-1

御殿2-8-9

大原1-13

大原1-14

御殿4-5-1

南原1-11-31

田村4-31-1

大神2343-1

田村6-1-1

田村3-13-1

横内1948-3

横内2687

小鍋島608-3

城所649

豊田宮下552

岡崎3430

入野514

日向岡2-9-1

河内307

纒226

高村45

高村166

山下801-3

南金目907

広川12

北金目2-39-1

北金目4-1-1

南金目1013-2

土屋3004-2

土屋2244

平塚市上吉沢465

片岡991-1

0.10m

0.18m

0.66m

0.13m

0.03m

0.27m

0.29m

0.11m

※2

0.34m

0.05m

0.39m

0.14m

0.03m

0.17m

0.21m

0.28m

※2

※2

0.75m

0.19m

0.02m

0.84m

0.09m

0.45m

0.02m

0.30m

0.08m

0.84m

0.65m

0.21m

0.17m

0.36m

0.04m

0.03m

0.11m

0.23m

0.02m

0.61m

0m

0.08m

0m

0.17m

0.15m

0.32m

0.06m

0.30m

0.03m

0m

0m

0.47m

0.05m

0.08m

0.03m

0.62m

0m
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名　　称 住　　所 浸水深

太 洋 中 学 校

高 浜 高 校

平 塚 競 輪 場

港 小 学 校

花 水 小 学 校

浜 岳 中 学 校

平 塚 工 科 高 校

な で し こ 小 学 校

大 磯 高 校

富 士 見 小 学 校

春 日 野 中 学 校

旧 平 塚 商 業 高 校

平 塚 農 商 高 校

平 塚 江 南 高 校

崇 善 小 学 校

江 陽 中 学 校

松 原 小 学 校

萩 園 中 学 校

中 島 中 学 校

八 幡 小 学 校

神 明 中 学 校

大 野 小 学 校

真 土 小 学 校

松 が 丘 小 学 校

大 野 中 学 校

中 原 小 学 校

平塚中等教育学校

大 原 小 学 校

中 原 中 学 校

南 原 小 学 校

神 田 中 学 校

相 模 小 学 校

神 田 小 学 校

平 塚 湘 風 高 校

横 内 中 学 校

横 内 小 学 校

城 島 小 学 校

大 住 中 学 校

豊 田 小 学 校

岡 崎 小 学 校

金 田 小 学 校

旭 陵 中 学 校

旭 小 学 校

松 延 小 学 校

勝 原 小 学 校

山 城 中 学 校

山 下 小 学 校

金 目 小 学 校

金 旭 中 学 校

み ず ほ 小 学 校

東 海 大 学

金 目 中 学 校

土 屋 小 学 校

土 沢 中 学 校

吉 沢 小 学 校

神 奈 川 県 立 子 ど も
自立生活支援センター

高浜台7-1

高浜台8-1

久領堤5-1

夕陽ケ丘22-1

龍城ケ丘5-62

龍城ケ丘4-26

黒部丘12-7

花水台42-1

大磯町東町2-9-1

中里10-1

中里33-1

中里50-1

達上ケ丘10-10

諏訪町5-1

浅間町4-3

浅間町8-1

天沼7-10

茅ケ崎市萩園2425

茅ケ崎市中島1469-2

東八幡3-8-1

四之宮1-10-1

東真土2-1-1

西真土4-3-1

東中原1-12-2

東中原1-12-1

御殿2-8-9

大原1-13

大原1-14

御殿4-5-1

南原1-11-31

田村4-31-1

大神2343-1

田村6-1-1

田村3-13-1

横内1948-3

横内2687

小鍋島608-3

城所649

豊田宮下552

岡崎3430

入野514

日向岡2-9-1

河内307

纒226

高村45

高村166

山下801-3

南金目907

広川12

北金目2-39-1

北金目4-1-1

南金目1013-2

土屋3004-2

土屋2244

平塚市上吉沢465

片岡991-1

0.10m

0.18m

0.66m

0.13m

0.03m

0.27m

0.29m

0.11m

※1

0.34m

0.05m

0.39m

0.14m

0.03m

0.17m

0.21m

0.28m

※1

※1

0.75m

0.19m

0.02m

0.84m

0.09m

0.45m

0.02m

0.30m

0.08m

0.84m

0.65m

0.21m

0.17m

0.36m

0.04m

0.03m

0.11m

0.23m

0.02m

0.61m

0m

0.08m

0m

0.17m

0.15m

0.32m

0.06m

0.30m

0.03m

0m
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0.47m
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0.08m
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40
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名　　称 住　　所 浸水深

太 洋 中 学 校

高 浜 高 校

平 塚 競 輪 場

港 小 学 校

花 水 小 学 校

浜 岳 中 学 校

平 塚 工 科 高 校

な で し こ 小 学 校

大 磯 高 校

富 士 見 小 学 校

春 日 野 中 学 校

旧 平 塚 商 業 高 校

平 塚 農 商 高 校

平 塚 江 南 高 校

崇 善 小 学 校

江 陽 中 学 校

松 原 小 学 校

萩 園 中 学 校

中 島 中 学 校

八 幡 小 学 校

神 明 中 学 校

大 野 小 学 校

真 土 小 学 校

松 が 丘 小 学 校

大 野 中 学 校

中 原 小 学 校

平塚中等教育学校

大 原 小 学 校

中 原 中 学 校

南 原 小 学 校

神 田 中 学 校

相 模 小 学 校

神 田 小 学 校

平 塚 湘 風 高 校

横 内 中 学 校

横 内 小 学 校

城 島 小 学 校

大 住 中 学 校

豊 田 小 学 校

岡 崎 小 学 校

金 田 小 学 校

旭 陵 中 学 校

旭 小 学 校

松 延 小 学 校

勝 原 小 学 校

山 城 中 学 校

山 下 小 学 校

金 目 小 学 校

金 旭 中 学 校

み ず ほ 小 学 校

東 海 大 学

金 目 中 学 校

土 屋 小 学 校

土 沢 中 学 校

吉 沢 小 学 校

神 奈 川 県 立 子 ど も
自立生活支援センター

高浜台7-1

高浜台8-1

久領堤5-1

夕陽ケ丘22-1

龍城ケ丘5-62

龍城ケ丘4-26

黒部丘12-7

花水台42-1

大磯町東町2-9-1

中里10-1

中里33-1

中里50-1

達上ケ丘10-10

諏訪町5-1

浅間町4-3

浅間町8-1

天沼7-10

茅ケ崎市萩園2425

茅ケ崎市中島1469-2

東八幡3-8-1

四之宮1-10-1

東真土2-1-1

西真土4-3-1

東中原1-12-2

東中原1-12-1

御殿2-8-9

大原1-13

大原1-14

御殿4-5-1

南原1-11-31

田村4-31-1

大神2343-1

田村6-1-1

田村3-13-1

横内1948-3

横内2687

小鍋島608-3

城所649

豊田宮下552

岡崎3430

入野514

日向岡2-9-1

河内307

纒226

高村45

高村166

山下801-3

南金目907

広川12

北金目2-39-1

北金目4-1-1

南金目1013-2

土屋3004-2

土屋2244

上吉沢465

片岡991-1

0.10m

0.18m

0.66m

0.13m

0.03m

0.27m

0.29m

0.11m

※1

0.34m

0.05m

0.39m

0.14m

0.03m

0.17m

0.21m

0.28m

※1

※1

0.75m

0.19m

0.02m

0.84m

0.09m

0.45m
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0.08m
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0.65m
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0.04m
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0.61m
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0.32m
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※1 掲載している浸水深は、指定緊急避難場所の敷地にかかる想定最大値を示しています。

※2 各市町の情報を確認してください。

凡　例

市界

国道
県道

指定緊急避難場所

避難時危険箇所（地下道）
公民館

市役所など

救急病院
消防署・出張所
警察署・交番・駐在所

排水ポンプ場
水位観測所
ライブカメラ

町丁目界

浸水深とイメージ

3.0m以上 5.0ｍ未満
（2階浸水）

1.0m以上 3.0ｍ未満
（1階床上浸水）

0.01ｍ以上 0.3ｍ未満

5.0m以上 10.0ｍ未満
（2階以上浸水） 内水浸水想定区域

5.0～10.0m未満

3.0～5.0m未満

1.0～3.0m未満

0.5～1.0m未満

0.3～0.5m未満

0.01～0.3m未満
0.3ｍ以上 0.5ｍ未満
（1階床下浸水）

0.5ｍ以上 1.0ｍ未満
（1階床上浸水）

３.０ｍ

５.０ｍ

１.０ｍ

０.５ｍ
０.３ｍ

※0.01m未満は着色していません。

風
雨
が
強
く
な
る

前
の
時
期

避
難
行
動
を
開
始
す
る
時
期

命
を
守
る
行
動
を

と
る
べ
き
時
期

高齢者等避難

3
警戒
レベル

危険な場所から高齢者等は避難

命が危険な状況︕
すでに災害が発生・
切迫している状況。
ただちに
安全確保︕︕

高齢者や障がいの
ある方は
安全な場所へ
避難︕

避難指示

4
警戒
レベル

危険な場所から全員避難
避難場所、親戚・
知人宅、浸水のお
それがない自宅の
上階など、
安全な場所へ
全員避難︕

警戒レベル４【避難指示】までに
危険な場所から全員避難

「いつ」「だれが」「何をする
のか」をあらかじめ時系列で

整理し、自分自身の避難行動
計画（マイ・タイムライン）を

作ってみよう！

緊急安全確保
危険な場所から全員避難5

警戒
レベル

完了

例）気象情報の収集をする。

　  避難先、持ち出し品の再確認をする。

例）避難を始める。

　  祖父・祖母をつれて●●へ避難する。

例）避難を完了させる。

　  自宅の●階に垂直避難する。

最初の情報として避難指示を
知ったときの行動も考えておこう︕

Ｐoint

例）立ち退き避難がかえって危険な状態。

　  命を守るための安全確保を！

最初の情報として緊急安全確保を
知ったときの行動も考えておこう︕

Ｐoint

マイ・タイムラインを作ってみよう！

平成29年度作図の平塚市都市計画基本図に基づき作成しています。この「平塚市内水ハザードマップ」は茅ヶ崎市長の承認を得て同市発行の茅ヶ崎市都市計画基本図を複製したものです。（承認番号：茅ヶ崎市指令第2330号）

想定条件 想定最大規模の雨（1時間あたり153mm）が降り、
河川水位が堤防の高さまで上昇した場合

平塚市で過去に記録した最大の雨は、平成26年10月に発生した台風18号の1時間当たり
70.5mmです。

本ハザードマップは平塚市内を対象としているため、
平塚市外については、各市町の情報を確認してください。

内水
発行：平塚市土木部下水道整備課
年月：令和４年（2022 年）６月

ハザードマップ
平塚市

トリミング

日向岡２号調整池

日向岡１号調整池

河内川

浸水深とイメージ

3.0m以上 5.0ｍ未満
（2階浸水）

1.0m以上 3.0ｍ未満
（1階床上浸水）

0.01ｍ以上 0.3ｍ未満

5.0m以上 10.0ｍ未満
（2階以上浸水） 内水浸水想定区域

5.0～10.0m未満

3.0～5.0m未満

1.0～3.0m未満

0.5～1.0m未満

0.3～0.5m未満

0.01～0.3m未満
0.3ｍ以上 0.5ｍ未満
（1階床下浸水）

0.5ｍ以上 1.0ｍ未満
（1階床上浸水）

３.０ｍ

５.０ｍ

１.０ｍ

０.５ｍ
０.３ｍ

※0.01m未満は着色していません。

https://www.jiwet.or.jp
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フォトリポート

講演ダイジェスト
第423回技術サロン
第424回技術サロン
第425回技術サロン

エンジニアリングリポート
大規模停電時における下水処理場の
レジリエンス向上に関する技術資料

新研究テーマの紹介
管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進
に関する技術資料

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

技術活用の現場から
既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

インフォメーション
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を導入することとしました。
　この流量制御装置は，円錐型のバルブ内部が特殊な構造と
なっており，調整池内の水位に応じて電力などの動力を使わ
ず自動で排水流量を調整します。調整池の水位が上昇すると
水の流れによりバルブ内に空気の柱が発生し，排出口の面積
を減らすことで排出量を制御します。
　従来の排出口の場合，河川の水位上昇が想定される降雨ピ
ーク時でも河川への一定量の排水が続いてしまっていました。
今回の導入により，水位の低い降雨初期には排水を促し，ピ
ーク時には排出量を抑制し貯留する「効率的な流出抑制」が
期待されます。
　なお，調整池への導入は，平塚市が全国で初めての事例で
あり，導入検討に当たっては下水道機構の「ボルテックスバ
ルブに関する技術資料」（2016年３月発刊）も参考にしてい
ただきました。

効果的な浸水対策へ向けて

　導入の決め手となったのは，「水位によって自動的に調整池
からの排出量を調整できるため，河川への流出抑制が図られ
ること」，「動力が不要であるためカーボンニュートラルに貢
献できること」，「維持管理が不要であること」だそうです。
令和３年11月の導入完了から，令和６年１月までに調整池が
満水になるような大雨は発生していませんが，日向岡２号調
整池で１ｍを超える貯留量となった際に，当初計画と同等の
能力値に沿った結果が確認されており，今後，大雨となった
場合も効果を発揮するものと期待されます。
　平塚市では，浸水対策に当たり流域治水の考え方のもと河
川管理者である国や神奈川県と連携して事業を進めています。
平塚市下水道整備課の担当者は，「本市は大雨時における河川
への流出抑制対策として流量制御装置を導入しましたが，今
後も地域の特性に合った効果的な対策を行うことで，『内水側』
からの対策を行ってまいります。一方で国や神奈川県は，河
川の堤防整備や浚渫等の『河川側』からの対応を進めてくだ
さっています。引き続き連携しながら事業を進めていくこと

図－２　ボルテックスバルブの仕組み
（提供：ベルテクス株式会社）

写真－１　日向岡２号調整池（ボルテックスバルブは長さ約2.5m，
直径は大きい径で約1.5m，小さい径で約0.4m）

写真－２　ボルテックスバルブからの排水の様子
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で効率的かつ効果的な浸水対策につながるものと考えていま
す」と意気込みを語ってくださいました。

今後の課題

　平塚市でも，施設の耐震化や老朽化対策，職員不足など他
都市と同様に様々な課題を抱えているところですが，なかで
も耐震化については非常に重要な課題として認識されていま
す。１月１日に発生した能登半島地震において下水道施設に
甚大な被害が発生していることも踏まえ，下水道整備課の担
当者は「いつ，どの自治体が被災するか分からない中で十分
に備えなければなりません」と気を引き締めます。
　また平塚市では，今後，管路の老朽化のピークを迎えるほか，
供用開始から50年を超えるポンプ場を有している等，施設の
老朽化も顕著となっています。下水道整備課の担当者は「耐
震化や老朽化，耐水化対策は，それぞれ切り離して考えるこ

とはできません。機械の入れ替えに併せて耐震化を実施する
等，複合的かつ効果的な方法を考えています。浸水対策では，
重点対策地区を定め対策を進めてきましたが，昨今の気候変
動による降雨に対応していくため，流域治水の考えも踏まえ
て，対策地区を定め，さらなる対策を進めていきます」と下
水道事業の持続に向けた展望をお話しくださいました。

　下水道機構では浸水対策に関する様々な調査・研究を実施
しており，平塚市で参考にしていただいた「ボルテックスバ
ルブに関する技術資料」のほか，ハード・ソフトの対策技術，
ICT/IoTやAIの活用により既存施設の有効利用を図る技術等
の研究を進めています。日本各地の自治体では，「想定を超え
る豪雨」から街を守るため，下水道の立場から尽力されてい
ることと思います。下水道機構では様々な技術資料，技術マ
ニュアルを作成していますので，浸水対策に取り組まれる際
は，ぜひ参考にしていただきたいと思います。

あの頃は…
　麦わら帽子にサングラスという当時大流行した（？）いでたちで，ダンディーに構えてい
ます。浅草のマルベル堂で見かけたブロマイドを意識していたのでしょうか？石原裕次郎や
小林旭に負けまいとして，固く結んだ口もとが印象的です。そういえば，このころ大人気だ
った月光仮面も，サングラスをかけて最新式のホンダスーパーカブに乗って颯爽と現れてい
ました。憧れの月光仮面でしたが，まだ運転免許をもっていなかったので，バイクに乗った
姿をお見せできないのが残念です。髪の毛がまだちょっと少ないことを気にもせず，麦わら
帽子を大きく後ろ斜めにかぶった姿に，数々の困難に敢然と立ち向かおうとする強い意思を
感じさせます。でも，麦わら帽子の顎ひもは，自分ではうまく結べなかったので，お母さん
に蝶々結びで結んでもらいました。
　あのころ住んでいた家は，雨漏りがひどく，盥（たらい），洗面器，コップを並べて，雨
漏りのしずくが奏でるセレナーデを聞いていました。雨が降るたびに浸水していた家の前の
道路も，今では下水道が整備され浸水とは無縁の快適な生活ができるようになりました。本
物の月光仮面にはなれませんでしたが，下水道分野の「月光仮面」を目指して日夜奮闘中で
す。
　……とお話しされる方はどなたでしょうか。
　→答えはWEB版下水道機構情報41号にて発表いたします。

コ　ラ　ム
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令和６年度　研修啓発事業（講習会等）等の予定

　下水道機構では，様々なセミナー・講習会等を開催し，研究開発の成果等の情報発信や下水道に関する最新情報の提供を行って
います。本年度のセミナー・講習会等については，実施方法の変更や日程の変更等を行う場合がありますので，あらかじめご了承
ください。

講習会等名称 開催月 内　　　　容 予定日 開催場所

■セミナー・講習

技術マニュアル活用講習会 6月

当機構と民間企業が共同研究した新技術等に係る
技術マニュアル等の内容について，内容をより深
くご理解いただき，有効に活用できるよう，当機
構の研究担当者がパワーポイント画面により図・
表を多用して分かりやすく説明する講習会を
WEB上で開催します。

機構HP，メール
マガジン等でご案
内します。

ウェビナー

下水道新技術研究発表会 7月
当機構が地方公共団体や民間企業と共同研究した
新技術等の研究成果を紹介し，普及促進する発表
会を開催します。

機構HP，メール
マガジン等でご案
内します。

ウェビナー

下水道新技術セミナー
７～８月
下水道展併催企画

地方公共団体や民間企業の技術者等を対象に，国
土交通省で作成した手引きや下水道に関わる最新
情報等を，関連する各分野の専門家をお迎えして
講演するセミナーを開催します。

機構HP，メール
マガジン等でご案
内します。

対面＆ウェビナー

下水道新技術セミナー １１～１２月 ウェビナー

■サロン

技術サロン
毎月

（８月を除く）
毎回ゲストを迎え，下水道の技術情報について，
講演と意見交換を行います。

毎月第２木曜日 
（８月を除く）

ウェビナー

■現場研修

新技術現場研修会 適宜

地方公共団体，出捐団体，賛助会員の技術者を対
象に，技術への理解をより深めるため，下水道施
設の建設，維持管理の実際の現場において，業務
の実態を見て意見交換を行う研修会を開催しま
す。

未定 未定
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　令和５年度は，建設技術審査証明事業（下水道技術）として，43件（新規技術３件，変更技術20件，更新技術20件）の技術に対し
３月13日（水）の交付式にて審査証明書を交付しました。下表に今年度の新規技術をご紹介します。

令和５年度 建設技術審査証明（下水道技術）新規技術一覧

No. 【技術分類】
技術名称 副題 依頼者名 技術の概要

１ 【汚泥処理設備】
楕円板レーキ型ろ過濃縮機 — 水ingエンジニアリング(株)

楕円板レーキ型ろ過濃縮機は，主に汚水を処理
する過程で発生する汚泥を濃縮する装置であ
り，凝集混和槽と濃縮スクリーンで構成されて
いる。濃縮スクリーン内部には，汚泥から水を
分離するためのステンレス製の固定スクリーン
を複数配置し，その固定スクリーンの間に回転
する楕円板レーキを配置している。楕円板レー
キの回転により固定スクリーンの間の汚泥を掻
き出し，目詰まりを防止すること（セルフクリ
ーニング機構）で運転中の連続的な洗浄が不要
という特徴を有している。

２ 【その他設備等】
サンドクリーンⅡ型 空気揚砂撹拌式沈砂洗浄装置 (株)サンエイ

サンドクリーンⅡ型は，分流式下水処理場，分
流式汚水ポンプ場に流入するし渣混じり沈砂の
洗浄を行うものである。本装置の本体は，分離
槽および揚砂管，揚砂管に内蔵されている乱流
発生管，浮遊物を除去する多孔性の傾斜板等か
らなる。その他装置として撹拌ブロワ，空気管，
各種弁類ならびに制御盤により構成される。

３ 【更生・修繕技術】
ＬＣ工法 下水道管きょの修繕工法 (株)公清企業

ＬＣ工法は，高強力合成繊維と普通合成繊維（ポ
リエステル短繊維不織布）を積層した補修基材
に，可視光線硬化性不飽和ポリエステル樹脂を
含浸させた補修材を下水道管きょ内補修箇所の
管内壁に補修装置をもちいて密着硬化させ，本
管の部分補修および本管と取付管との接合部を
一体的に補修する技術である。

information
インフォメーション

information
インフォメーション

令和５年度　建設技術審査証明書交付技術
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本機構は，産学官連携のもと，下水道事業における様々な課題を解決本機構は，産学官連携のもと，下水道事業における様々な課題を解決
するための調査，研究，開発及び評価等を行い，その成果を広く社会するための調査，研究，開発及び評価等を行い，その成果を広く社会
一般に普及・啓発し，下水道事業への導入を促進すること等で，社会一般に普及・啓発し，下水道事業への導入を促進すること等で，社会
的に貢献していくことを目的としております。的に貢献していくことを目的としております。

下水道機構は下水道機構は
技術の橋わたしをします。技術の橋わたしをします。

information
インフォメーション

会費は，全額を当該
年度の公益目的事業
に使用します。
なお，会員の皆様に
は，会費は寄附金と
して損金算入限度額
まで損金に算入でき
ます。

賛助会員入会のご案内賛助会員入会のご案内

賛助会員とは

会員の特典

下記のWEBサイトより申込書をダウンロード
し，必要事項をご記入の上，本機構総務部ま
で郵送でお申込みください。
https://www.jiwet.or.jp/supportmember

✓一種会員：下水道に関する業を営む民間法人等
✓二種会員： 地方公共団体，地方公共団体等で
構成される団体等及び「一般社団法人及び一般財
団法人に関する法律」が適用される法人

区分 一種会員 二種会員

年会費 一口25万円
（一口以上）

一口６万円
（一口以上）

年会費のご案内 会費の使途

申込方法

１． 本機構が刊行する機関誌，下水道新技
術研究所年報及び技術マニュアル並び
に各種パンフレット等の配布

２． 本機構が主催又は共催する次の行事へ
の優先参加

①　現場研修会
②　事業報告会
③　技術サロン　　
④　新技術セミナー
⑤　その他その都度主催又は共催する行事

３． WEB利用により技術マニュアル，技術
資料及び審査証明報告書の全文閲覧並
びに技術サロン，新技術セミナーのテ
キスト閲覧等

ホームページのトップ
ページからはこのボタン
をクリック！

本機構の目的に賛同し理事会で承認されたも
のといたします。

「下水道に関する調査，研究，開発及び評価
を行うとともに，これらの成果の下水道事
業への導入を促進すること等により，下水
道の適正な整備，管理及び活用等を図り，
もって生活環境の改善，浸水被害の防止そ
の他の地域社会の健全な発展及び公衆衛生
の向上に寄与し，あわせて公共用水域の水
質の保全及び地球環境の保全に資すること
を目的とする。」
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　本機構は，「技術マニュアル・技術資料・事例集等，調査研究成果，審査証明等，技術情報に係るデータベース」を構築しており，
多くの方にご利用いただいています。データベースには充実した検索絞り込み機能も備えており，膨大なデータベースの中から希
望するデータを容易に見つけ出すことが可能です。さらに会員の皆様は，技術マニュアル等本編のダウンロードも可能となってい
ますので，ぜひご活用ください。※地方公共団体，大学・高専等の方は，無料で会員登録できますので，是非ご登録お願いします。
　データベースはこちらから　下水道機構HP：https://www.jiwet.or.jp/
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＜調査研究成果に関するデータベースの例＞
　 過去から現在（1992年～最新年度）まで，年度を選択し知りたい技術情報が入手可能
　 本文キーワード，タイトルキーワード，カテゴリー分類を駆使した絞り込み検索が可能
　 リスト・ブロック表示，10～50件，新しい・古い順等，用途に応じた検索結果画面を準備

information
インフォメーション

information
インフォメーション

リスト表示の場合 ブロック表示の場合

フォトリポート

講演ダイジェスト
第423回技術サロン
第424回技術サロン
第425回技術サロン

エンジニアリングリポート
大規模停電時における下水処理場の
レジリエンス向上に関する技術資料

新研究テーマの紹介
管路管理の包括的委託の導入事例を
踏まえた多様な官民連携方式の推進
に関する技術資料

下水道機構の活動
令和６年度　下水道新技術研究助成

技術活用の現場から
既存施設を活用した浸水対策
平塚市土木部下水道整備課

インフォメーション
令和６年度　研修啓発事業（講習
会等）等の予定
令和５年度　建設技術審査証明書
交付技術
賛助会員入会のご案内
データベース利用のご案内

https://www.jiwet.or.jp


機構情報
WEB版WEB版

4月19日発行

（公財）日本下水道新技術機構
TEL 03（5228）6511
FAX 03（5228）6512
https://www.jiwet.or.jp

ニューズレター（第25号）

　　　　　　　　の人は�コ　ラ　ム

あの頃は…
中央大学研究開発機構�機構教授の�古米弘明氏　です。
　古米教授は，1984年に東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻
博士課程を修了後，東北大学工学部助手，九州大学工学部助手，助教授，
茨城大学工学部助教授として勤務されてきました。その後，東京大学
大学院工学系研究科助教授，教授になられました。2005年度には工
学系研究科附属水環境制御研究センター（現・水環境工学研究センター）
のセンター長も務められ，これまで都市水循環系や水環境の保全，ノ
ンポイント汚染，越流水，浸水リスク等をテーマに研究をされてきま
した。東京大学を退職後，2022年４月からは中央大学にて，都市雨
水管理の高度化に関する研究に取り組まれています。
　皆さま，正解されましたでしょうか。

※ニューズレター第25号はこちらからご覧頂けます。

→ https://www.jiwet.or.jp/newsletter/20231023/index.html

！

面影が残って
います…
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